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本テーマの背景・目的
■ ２．目的
左記の背景および課題をふまえ、以下の2つの領域を定義のうえ、以下を目的として設定した

そしてその達成に向け、本研究開発においては
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

• 自動車産業におけるソフトウェアのデジタル取引の実証
• ソフトウェアを対象とした受発注に関する取引データ利活用システムの実証および検証
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
を行うこととした。

■ ３．目標
上記目的を踏まえ、以下を目標として設定した。

A（データ連携基盤）を利用し受発注取引を行うソフトウェア事業者（基盤利用者）に対し、
B（データ利活用システム）によって構築される機能によって以下の利益が提供可能なことを検証すること
とした。
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
・ 基盤利用者におけるソフトウェア開発・保守工数の20%削減
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

■１．背景
１－１．「産業DXのためのデジタルインフラ整備事業/受発注・請求・決済の各システムの情報連携

を可能とする次世代取引基盤の構築」 プロジェクト目的

「受発注・請求・決済に係る各機能が業種業態をまたいで連携し、一つのインタフェースであらゆる取
引先とのデジタル化された取引が可能となるような仮想的な次世代取引基盤の構築」

領
域

A
受発注・請求・決済等の一連の取引プロセス

のデジタル完結に係るシステム

B
第3者の取引データを利活用した新たな

価値創出に係るシステム

目
的

「取引のデジタル完結の実現」 「仮想的な次世代取引基盤を軸としたデー
タ利活用」

様々なシステムをデジタル環境において連携可
能にすることで、取引のデジタル完結を実現可
能とする仮想的な次世代取引基盤を検討し、
Society5.0 における取引環境の要件定義を
行うこと

仮想的な次世代取引基盤を利用する企業
間取引における取引データ等を利活用し
たサービスを実施する事業者にとってサー
ビス提供が容易となる環境の創出

領
域

A B

目
標

次世代取引基盤に構築されるデータ連携機
能により、複数の異なるEDIで生成された大
量の取引データを、一元管理可能な統一
フォーマットで再生成する。

データ蓄積基盤にそれらデータを蓄積、取引
データ利活用システムによってそれらデータ
を分析した結果を、有意なデータとして見え
る化し利用者に提供する。

【出典】NEDO「産業 DX のためのデジタルインフラ整備事業/受発注・請求・決済の各システムの情報連携を可能とする次世代取引基盤の構築」に係る公募要領

A-1)データ連携基盤
次世代取引基盤上のすべての企業・
組織とのワンストップ企業間取引を可
能とする受発注・請求・決済取引NW

A-2)業務システム
受発注～請求～決済に係る業務・取
引のデジタル完結を可能とする業務シス
テム

B-1)データ連携基盤
次世代取引基盤上のすべての企業・
組織の取引データのワンストップ参照を
可能とするデータ蓄積/参照基盤

B-2)取引データ利活用システム
第3者の取引データを利活用し新たな
価値創出を可能とするシステム

１－２．自動車産業における背景/課題と対応策

背景/課題）
• OEMやメガサプライヤ等の納入先ごとに受発注システム(EDI)が異なり、中小サプライヤは納入
先に合わせてシステムの導入/使い分けを求められている

• 価値源泉がハードウェアからソフトウェア・データに移行しており、ソフトウェアのSCM強化が必要

対応策）
• 受発注、請求、決済にかかわる各業務をデジタル完結/自動化してリアルタイムに最適な相手と取
引できる取引形態に変更し、高効率、高品質に業務遂行できるようにする

• 次世代取引基盤に蓄積された第3者の取引データを活用し、トレーサビリティ管理、マーケットプレ
イス等、新たなサービスとして確立し、新価値創出、デジタルデータの価値最大化をはかる
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本テーマの概要

Web（外部領域）

データ利活用システム

データ蓄積基盤

ソフトウェア疑似取引用治具

疑
似
取
引
デ
ー
タ

生
成
条
件

入
力
画
面

疑似取引データ生成

JVN/NVD

開発会社
Webサイト等

Webサイト

脆弱性情報
DB

OSS
コードベース

利
活
用
画
面

受発注・請求・決済等の一連の取引プロセスの
デジタル完結に係るシステム

第3者の取引データを利活用した
新たな価値創出に係るシステム

【データ連携基盤要件定義／ソフトウェア疑似取引用治具】
データ連携基盤からデータ蓄積基盤に投入する取引データ統一フォー
マットにて疑似取引データを生成する「ソフトウェア疑似取引用治具」を
構築した。これにより、データ連携基盤、およびID管理（ID生成・管理機
能、事業者KYC機能）を代替する。

【データ蓄積基盤】 
ソフトウェア疑似取引用治具から受け取った取引情報を蓄積し、データ利
活用システムへデータ提供する仕組みとして、データレイクハウスと仮想
データプラットフォームを組み合わせた基盤を構築した。

【データ利活用システム】 
AI部では、データ蓄積基盤に格納された取引情報に加え、それをもとに
外部から追加的に収集した情報、さらにそれらを解析/分析し生成した情
報、を活用可能とする仕組みを構築した。

BI部では、上記情報群を可視化し、基盤利用者に提供するためのUIを構
築した。

BI部 AI部

データ蓄積/管理

領域

コンポーネント

凡例

領域間IF

・品質アラート（脆弱性通知）
・品質アラート（未更新OSS通知）

A

B
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実施体制

委託

株式会社ネクスティエレクトロニクス

・研究実施場所：

東京本社(東京都港区)

・研究開発責任者：

XaaSユニット ユニット長 木内 範義

・研究開発項目：

① データ連携基盤システムと周辺業務システムの研究開発

調査・要件定義

② 取引データ蓄積基盤の研究開発

技術調査・要件定義

実装・検証

③ 取引データ利活用システムの研究開発

調査・要件定義

実装・検証

④ 取引データ蓄積・利活用の実証

取引データ利活用システムの実証要件定義

疑似取引用治具の実装

実証シナリオの策定

月次報告

NEDO

助言

情報処理推進機構
デジタルアーキテクチャ・デザインセンター
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実施項目ごとの目標と根拠
実証項目 概要 目標 根拠

①
データ連携基盤システ
ムと周辺業務システム
の研究開発

データ連携基盤の
要件定義

様々なシステムをデジタル環境において連携可
能にすることで、取引のデジタル完結を実現可
能とする基盤の要件を定義する。

本研究開発の目的である効率的な取
引業務の遂行、取引データを活用した新
たなサービス創出にあたり、受発注、請
求、決済に関わる一連の企業間取引を
デジタル完結するための取引基盤構築。

②
取引データ蓄積基盤の
研究開発

データ蓄積基盤の
構築

あらゆる取引先とのデジタル化された
リアルタイムな取引及びデジタル化された取引
データの参照が可能となるような仮想的な基盤
を構築する。

③
取引データ利活用
システムの研究開発

データ利活用システムの
構築

次世代取引基盤を利用した取引における取引
データ等を利活用したサービスを提供するシス
テムを構築する。

④
取引データ蓄積・利活
用の実証

ソフトウェア疑似取引用
治具の構築

データ連携基盤の代替機能を構築する。
実証実施にあたり、統一フォーマットの
取引データを生成する機能が必要なた
め。

課題解決ユースケース群
に沿った実証

• 適切な実証ユースケースを設定する。
• 本研究開発の目標である「基盤利用者にお

けるソフトウェア開発・保守工数の20%削
減」が達成できていることを実証する。

ソフトウェア業界の課題解決に資する
実証とする。



2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

①データ連携基盤システムと周辺業務システムの

研究開発

②取引データ蓄積基盤の研究開発

③取引データ利活用システムの研究開発

④取引物(販売品、ソフトウェア)に対するサービス

の研究開発

④取引データ蓄積・利活用の実証

ドキュメントの整備

事業項目 22年度 23年度

E2E評価

ドキュメント

整備

サービスソリューション要件定義

調査事前調査

調査

調査

要件定義

要件定義

要件定義

機能実装、

ERPアダプタ試作開発

機能実装、システム開発

機能実装、システム開発

実装、システム接続開発

機能検証

機能検証

システム検証

ソリューション検証

E2E検証

要件定義 治具機能実装、開発 機能検証

要件定義、シナリオ策定 シナリオ検証

事前調査

事前調査

事前調査

6

研究開発スケジュール

計画変更により
内容削除

計画変更により
期間追加

※2023年3月計画変更▲

計画変更により
内容削除

計画変更により
内容追加

※2023年3月の本プロジェクト計画変更により、2023年4月からは「B」領域のみを対象として進められることとなった。
既に完了していた「A」領域についての調査/要件定義の成果を、④ソフトウェア疑似取引用治具の設計/実装に反映して進行した。
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実施項目ごとの目標達成状況

実証項目 目標 成果 達成度 達成の根拠/解決方針

①
データ連携基盤システ
ムと周辺業務システム
の研究開発

様々なシステムをデジタル環境において連携
可能にすることで、取引のデジタル完結を実現
可能とする基盤の要件を定義する。

一元管理可能な取引
データの統一フォーマッ
トを策定

〇 要件定義完了

②
取引データ蓄積基盤の
研究開発

あらゆる取引先とのデジタル化されたリアルタ
イムな取引及びデジタル化された取引データ
の参照が可能となるような仮想的な基盤を構
築する。

• データレイクハウス
と仮想データプラッ
トフォームにより構
築し「データ蓄積基
盤」

• 蓄積データをサービ
スに活用するための
「データ利活用システ
ム」

○ システムテスト実施③
取引データ利活用シス
テムの研究開発

次世代取引基盤を利用した取引における取引
データ等を利活用したサービスを提供するシス
テムを構築する。

④
取引データ蓄積・利活
用の実証

データ連携基盤の代替機能を構築する。

• 適切な実証ユースケースを設定する。
• 本研究開発の目標である「基盤利用者にお

けるソフトウェア開発・保守工数の20%削
減」が達成できていることを実証する。

• 課題解決ユースケー
ス作成

• 実証による数値目標
達成

○
• 実証における工数削減率
目標値達成

• 年あたり効果試算算出
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実施項目の成果と意義（１）

①
②
③ 

構
築
し
た
機
能

④ 

実
証
・成
果

①
複数の異なるEDIで生成された取引データを一元管理/活用可能な統一フォーマットで再生成し
たとの想定で疑似取引データを生成し、②に格納するための
「ソフトウェア疑似取引用治具」

②
①において生成された、取引データを蓄積し、③での活用を容易にするため
データレイクハウスと仮想データプラットフォームとの組合せにより構築した
「データ蓄積基盤」

③

②に蓄積されたデータを新たなサービスに活用するための
「データ利活用システム」
• 取引データをもとにした、外部からの追加情報収集の仕組み
• 取引データおよび追加的収集情報を解析/分析し、提供情報を生成する仕組み
• 取引データ、追加的収集情報、解析/分析により生成した情報を活用可能とする仕組み
• システム利用者にデータ活用機能を提供するUI
• 取引対象であるソフトウェアの部品表（SBOM）を活用し、基盤利用者へ自身が関与するソフ

トウェアの脆弱性/OSS更新情報をタイムリーに配信する自動通知機能

効果測定

工数削減効果

年あたり
効果試算

実証

④
課題解決

ユースケース群に
沿った実証

構築した機能

①
統一

フォーマット
「取引データ」

②
データ
蓄積
基盤

③
データ利活用
システム

（情報生成)

追加情報取得

■機能構築から実証への流れ

成果

①

②

③
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実施項目の成果と意義（２）

実証想定業界 ・一般（民生） ・自動車産業

取引対象商品 ・ソフトウェア（民生分野） ・ソフトウェア（車載）

利活用システム
想定企業/利用者像

・中小規模ソフトウェアベンダ ・自動車産業サプライチェーン内
中小規模ソフトウェアベンダ

想定条件 従業員数：200人
開発体制：6人×30チーム
想定運用：
• 1チームあたり 2案件/年 開発
• 利活用システム 導入3年目
注）グループ3では、過去2年間の導入実績に対し調査作業実施。
（脆弱性情報受信頻度/OSS更新情報調査頻度 1回/月)

利活用
対象データ

• ソフトウェアを対象とした取引によって発生した【取引データ】
（ソフトウェア疑似取引治具により生成した疑似データ）

• 【取引データ】をもとに利活用システムで収集／生成し、蓄積基盤
内に格納されたデータ

評価指標 ・基盤利用者におけるソフトウェア開発・保守工数の 20％削減

■④実証 実施条件 ■解決課題
ソフトウェア
開発事業者

対処すべき課題
人的リソース不足 サイバーリスク対応

ユースケース
グループ

(グループ１)
戦略立案支援

(グループ２)
業者/製品 候補抽出支援

(グループ３)
サイバーリスク対応支援

取引データ（自社/および
基盤利用者）を活用し、戦
略立案を支援

取引データ（自社/および
基盤利用者）および、追加
収集/生成情報を活用し、
業者/製品候補抽出を支
援

取引データとSBOMを活
用し、追加収集された脆
弱性情報/OSS更新情報
自動配信によりサイバー
リスク対応を支援

As is To be

As is 作業時間計 To be 作業時間計

工数比較 削減率算出

利活用
システム

「利活用システム」
なし

での作業実施

「利活用システム」
を用いた
作業実施

■実証ユースケース

■実証/効果測定方法

取引に関連して
利用者により
登録/記入

取引データおよび
SBOMをもとに
外部から収集

取引データおよび
外部から取得した
情報をもとに生成

• SBOM
• 製品レビュー

• 脆弱性情報
• OSS更新情報

• リコメンド情報
• バグ情報



番号 種別 タイトル 作業目標 使用データ 解決課題 作業ゴール 備考

UC-01

一般

営業戦略の策定
過去の取引情報を分析し、
今後注力すべきカテゴリの抽出を行う。

取引情報
（S/W売買）

戦略立案
（自社/市場 売上調査）

会議資料作成

ー

UC-02
ソフトウェア開発の
要員計画

工数逼迫の状況から、成長分野に開発リソースを集
中するため、過去の取引情報を分析し
縮小すべきカテゴリの抽出を行う。

戦略立案
（自社/市場 売上調査）

UC-03
ソフトウェア開発の
投資検討

開発効率化のため、顧客への共通開発品への移行提
案を検討するため、該当企業を抽出する。

戦略立案
（自社売上分析）

UC-04
ソフトウェア開発
ベンダの選定

開発委託ベンダ選定にあたり、取引実績がある事業
者や新規開拓する事業者から候補を抽出する。

取引情報
（S/W売買）

＋
Web取得情報

業者/製品候補抽出
（情報収集）

会議資料作成

UC-05
ソフトウェア脆弱性
およびOSS更新情
報の定期確認

納入済みソフトウェアの脆弱性情報/OSS更新情報
を定期的にチェックする。

取引情報
(SBOM)

＋
Web取得情報

サイバーリスク対応
担当者への
情報配信

UC-06

自動車

サプライヤ候補の
選定

サプライヤ選定にあたり、取引実績がある事業者や
新規開拓する事業者から候補を抽出する。 取引情報

（S/W売買）
＋

Web取得情報

業者/製品候補抽出
（情報収集）

会議資料作成
Automotive-SPICE対応
ACQ_15（ｻﾌﾟﾗｲﾔ資格認定）

UC-07
ソフトウェア製品
候補の選定

ソフトウェア製品の選定にあたり、関連する製品情報
/開発事業者情報閲覧のうえ候補を抽出する。

業者/製品候補抽出
（情報収集）

会議資料作成
Automotive-SPICE対応
ACQ_13（プロジェクト要件）

UC-08
開発成果物に
対する品質確認

受託開発中のソフトウェア製品が利用しているライブ
ラリの脆弱性について、納品時点でリスクが検出さ
れていないことを担保する。

取引情報
(SBOM)

＋
Web取得情報

サイバーリスク対応
担当者への
情報配信

Automotive-SPICE対応
SUP_1（品質保証）

UC-09
製品提供に伴う
作業の効率化

製品をリリースする際に必要となる、公開資料作成
のための情報/素材の収集を行う。

取引情報
(SBOM)

サイバーリスク対応
SBOM作成に
あたっての
情報収集

Automotive-SPICE対応
SPL_2（製品リリース）

10

実施項目の成果と意義（３）
■実証ユースケース説明

１
取引データ活用
戦略支援

２
業者/製品
候補抽出支援

３
サイバーリスク
対応支援

3つのグループ

2業界
計9のユースケース ▲

▲

解決課題ごとに
3つのグループに分類
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実施項目の成果と意義（４）
■実証ユースケース説明

対処すべき
課題

ユースケース
グループ

想定
業界

解決課題 作業ゴール
ユースケース

番号
アウトプットのイメージ

1 一般

戦略検討
データ収集

UC-01

UC-02

UC-03

2

一般
製品/業者
候補抽出

UC-04

自動車

UC-06

UC-07

サイバー
リスク
対応

3

一般 UC-05

自動車

UC-08

顧客提出
資料作成

UC-09

・自社売上実績
・RFM分析

もとにした
会議資料作成

・自社購買実績
・製品レビュー

もとにした
会議資料作成

・自社売上実績
・SBOM
・追加収集情報
・脆弱性情報
・OSS更新情報

もとにした
自動配信

人的
リソース
不足

過去の取引データ（自社/基盤利用企業）
を用いて、利活用システムのBI機能によ
り戦略/方針決定のためのデータを抽出
する

担当テーマの着手に際し、利活用システ
ムを使用して業者/製品候補を抽出する
ための情報収集 をおこなう

・納入済みソフトウェア
・開発中ソフトウェア

に関し、
使用しているライブラリの脆弱性、
OSS更新情報を収集し、該当切り分け
後に担当者へ自動配信 する
(UC05,08）。

会議資料
作成

会議資料
作成

脆弱性情報 通知メール

購買実績

製品レビュー

売上実績

RFM分析

リスク情報
自動配信

低効率分野
統合検討
候補抽出

ベンダ
選定

候補抽出

納入済み製品

該当する
脆弱性情報

OSS更新情報
自動配信

 ・脆弱性情報
 ・OSS更新情報
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実施項目の成果と意義（５）

■実証まとめ
・平均削減率 72.5%
→評価指標(工数削減率20%)達成

※¥5,000/h想定

グループ
番号

作業目標

実証結果 年あたり効果試算（導入規模100社想定） 利用データ

UC番号 削減率 想定作業頻度
年あたり

削減時間(h)
年あたり

経済効果(千円)
取引情報

追加的
取得情報

SBOM
情報

グループ
１

戦略立案支援

UC-01 53%

年1回

145 725

〇 ー ー
UC-02 53% 145 725

UC-03 35% 95 475

G1平均 47% G1 計  385 1,925 0.14%

グループ
２

業者/製品
候補抽出支援

UC-04 56%

年2回×30チーム

12,307 61,535

〇
 〇

・製品レビュー
・Fuzzテスト結果

〇
・Fuzzテストに活用

UC-06 55% 12,150 60,750

UC-07 35% 4,387 21,935

G2平均 49% G2 計 28,844 144,220 10.77%

グループ
３

サイバーリスク
対応支援

UC-05-01 100% 年12回発生想定×30チーム 75,200 376,000

〇
〇

・脆弱性情報収集
・OSS更新情報確認

〇
・追加情報取得に活用
・資料作成への活用

UC-05-02 100% 年12回調査想定 120,750 603,750

UC-08-01 100% 開発期間(半年)うち4回調査想定
(2本/年×30チーム)

18,000 90,000

UC-08-02 100% 20,500 102,500

UC-09 25% (2本/年×30チーム) 4,137 20,685

G3平均 85% G3 計 238,587 1,192,935 89.09%

全G平均 72.5% 全G 計 267,816 1,339,080

■年あたり効果試算
・23万9千時間/年
→グループ3が89%を占める

■データ活用効果
・追加的取得情報の活用 が有効
→グループ2,3

・取引データをもとに、「追加的取得情報」 「SBOM情報」 を取得、活用したグループ2,3の削減効果が高い
・作業の多くが 完全自動化 され、かつ サービス提供の頻度 が高かったグループ3の削減効果が顕著である。

■④実証 実施結果



・脆弱性/OSS更新 情報配信機能

・取引データ活用

・利用者登録情報の記録
・追加データ収集
・上記をもとにした情報生成

13

実施項目の成果と意義（６）

→取引データをベースとして、追加的に収集/生成するデータ、またその用途を追加/変更していくことにより、
 継続的に新たな価値および活用の機会が創出される ことが期待される。

①データ連携基盤

EDI-A EDI-B EDI-C

複数の異なるEDIで生成された大
量の取引データを、一元管理可能
な統一フォーマットで再生成

②データ蓄積基盤 ③での活用が容易な状態で
データを蓄積

③データ利活用
システム

取引データ
(統一フォーマット ）

参照 登録

デ
ー
タ
連
携

デ
ー
タ
蓄
積

デ
ー
タ
利
活
用

■本研究開発における次世代取引基盤 概要 ■データ利活用システムの活用データと将来の拡張性イメージ

新たな
追加取得/生成データ

取
引
デ
ー
タ

デ
ー
タ
利
活
用
シ
ス
テ
ム
に
よ
る

追
加
取
得
・生
成

SBOMをも
とに外部から

収集

・脆弱性情報
・OSS更新情報

取引データ
および外部
から取得した
情報をもと
に生成

・リコメンド情報
・バグ情報

取引に関連し
利用者から
登録

・SBOM
・製品レビュー

連携基盤
による
EDI
再生成

・取引データ

データ
由来

データ
項目

経済効果

作業頻度

グループ3

グループ2

グループ1

リソース不足
サイバーリスク対応

新たな課題

新たな課題に適応する
追加取得および生成

＋

解決すべき課題群

取引データ

・製品レビュー
・リコメンド情報

・SBOM
・脆弱性情報
・OSS更新情報

・？

・？

取引データ

取引データ

追加収集/生成データを
追加/変更

新たな
課題解決

ユースケース

取引データ
の活用

製品/業者
選定情報の
追加

ｻｲﾊﾞｰﾘｽｸ対応
に合わせた
情報追加

取引データ



外部・内部環境とアウトカム達成に向けて（１）

車両残存価値保持 開発効率化と業界構造変化

時間

クルマの価値

個々のハードに合わせて
ソフト開発が必要

ハードに依存しないソフト開発が可能
開発したソフトは他のハードにも流用可能

自動車のSDV化

従来の垂直統合から、水平分業の開発～運用へ移行
APIが標準化されるため、ソフト開発の新規参入が容易に

＜SDV（Software Defined Vehicle）の高まり＞

• 継続的なソフトアップデー
トが可能でクルマの価値
が維持できるようになり、
生涯価値を保持

ソフトウェア

＜機能＞

・自動運転
・衝突回避
・カーナビ
・エンジン制御
・ブレーキ制御
…等

Cloud

機能拡張

利用状況

ソフトウェア

機能はソフトウェアで実現され
価値の源泉はハード→ソフトへ

■外部環境

＜OSS利用による開発効率化と、トレサビ確保のSBOM活用・義務化＞

ソフトウェアX

<構成ソフトウェア>

ソフトウェアY

モジュールa

OSS-X

モジュールb

ハードウェア抽象化層

ソフト
ウェア

ソフト
ウェア

ハード
ウェア

ハード
ウェア

ソフトウェア ソフトウェア ソフトウェア

OS

API

ハードウェア

流用不可

Ｘ
垂
直
統
合

水平分業

開発LT短縮の為OSS利用が増大
ソフトの構成管理と脆弱性管理が必要

OSS利用拡大とセキュリティ問題

日本
・IPAガイドライン
・手引き2.0

米国
・大統領令14028
・NIST SP800-161

英国・EU
・NIS2
・EU CRA

SBOM提出の義務化

ソフト事業者の参入拡大で構成把握・脆弱性管理が重要となる
ソフトの安全性担保を支援する取引基盤が有用

SDV

新車販売価格上昇

非SDV

年

新車販売価格

• SDVで新車販売価格が高価
格化の見込み

• 中古車価格が上昇すること
で、新車価格上昇がユーザー
に受け入れられる傾向

N年
未対応

N+1年
導入

N+2年
拡大
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外部・内部環境とアウトカム達成に向けて（2）
■内部環境（ネクスティエレクトロニクス ソフトビジネスの変遷）

車両開発のデジタル化及び企業間の協調開発への対応として、21年度よりXaaS を新設し流通プラットフォーム事業を開始

’19

専門技術企業とJV設立

車載
ソフト業界
動向

弊社
取組み

’21’04 ’05 ’07 ’08 ’16 ’17 ’18

トヨタ殿、日産殿、ホンダ殿、
デンソー殿とJASPAR設立

タイ・バンコクにソフト開発拠点設立

中国・大連にソフト開発拠点を設立

デンソー社とタイにJV設立

専門技術パートナー6社へ
資本参加

車載ソフト開発の規模拡大・
複雑化への対応

先進安全（AI）等の
新技術領域への対応

⚫オフショア開発拠点設立による
開発人員確保とコスト低減

⚫標準化団体設立による開発
効率化

専門技術保有するパート
ナーとの資本提携による
技術領域の拡充

’12

沿

革

XaaS新設。
PFでのサービスをリリース

クルマの価値の源泉となる
ソフト技術の手の内化

⚫ JV設立による
技術の手の内化

モデルを用いた高度なすり合わせ
開発「SURIAWASE2.0」への対応

⚫XaaS ユニットを新設
ソフト流通PF事業を開始

’22

JAMBEに参画し、
モデル流通を実現

産業DXに参画
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「SURIAWASE2.0」実現に向けた課題を独自に整理し、moderix® をNEXTYで自社開発
機密性の高いモデルを秘匿することで、企業間での共有・利用が促進され、企業間開発の高効率化に貢献。

【これまで】各社個別にMBDを活用した製品開発 【目指す姿】共通のモデルを用いて製品開発

OEM

サプライヤ

個別最適で不具合や手戻りコストが膨大に

固定の評価条件で要求性能を設計

OEM

サプライヤ

全体最適に車両性能の向上

車両を模擬しシミュレーション実行
車載状態の最適化

部品/車両モデルの共有
（モデル流通）

FY2015 FY20１９ FY20２０ FY20２２ FY20２３FY20２１ FY20２４

・モデル流通機能をJAMBEへ提供開始
・秘匿連成Simサービスをリリース

一般社団法人MBD推進センター（JAMBE）

部品モデルを必要に応じて秘匿し、車両モデルを構築

【モデルの流通促進に向けたNEXTYの取組】

OEM A社 B社 C社

・OEMｰTier１秘匿連成Simトライ支援
(JAMBE)
・従量制個別開発環境Simﾜｰｸｽﾍﾟｰｽ追加

MBD普及拡大に向けたSimツール調査

SURIAWASE2.0構想実現に向けた課題を
整理し、自社でデモ環境を整備。

moderix®本格開発

A社

B社 C社

OEM

METI自動車開発加速化事業開始

経産省「自動車産業におけるモデル利用のあり方に関する研究会」

■内部環境（ソフト流通ビジネスの変遷）

外部・内部環境とアウトカム達成に向けて（３）
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外部・内部環境とアウトカム達成に向けて（４）

特徴②：クラウド型の協調シミュレーション

クラウド上で企業間のモデルを秘匿又は公開した
上で、連成させたシミュレーションが可能です。

Cloud

A社

B社

C社

秘匿指定の
協調シミュレーション

クラウド上で
協調シミュレーション

公開
公開

秘匿

特徴①：クラウド型のモデル流通

モデル棚に登録される情報は、暗号化及び流通管
理されるので安全にモデルを流通できます。

モデル棚

A社 B社 C社

Cloud

ユーザー
ログイン管理

トレーサビリティ
管理

暗号化/
利用者管理

モデル流通

流通管理 ユーザ管理 Co-SIM空間

連成シミュレーション

モデル棚 ｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝ棚仮想空間管理

クラウド基盤
外部
連携

コラボレーション

モデル流通プラットフォーム
デジタル大部屋（SURIAWASE2.0）

モデル棚 クラウドシミュレーション

Firewall

Firewall

Firewall

Produced by

アプリケーション モデル棚 連成ツール

提供者 利用者

モデル
授受

許諾範囲外
の利用

流出

デジタル情報の
管理が利用者任せ

A社

C社

B社

モデルの中身は
公開したくない

IF共通化

企業間モデル接続時のシミュレーション課題モデルのトレーサビリティ課題

トレーサビリティ管理や、モデル利用許諾の順守
等、利用者側の管理に委ねる必要あり、双方不安。

I/F共通化でモデルは接続できるが、ノウハウの塊で
あるモデルを渡したくない（中身を開示したくない）

■ソフト/モデル流通プラットフォーム“moderix®”概要

複数部署・企業を跨ぐ協調開発クラウド開発環境として、「moderix®」を自社開発。
シミュレーションモデルを企業間で流通できる「モデル棚機能」や、お客さまの知財を保護しながらシミュレーション実行可能な「秘匿連
成シミュレーション機能」をベースに開発効率化に寄与

パブリック プライベート
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外部・内部環境とアウトカム達成に向けて（５）

■産業DXアウトカムへの貢献

「受発注・請求・決済の各システムの情報連携を可能とする次世代取引基盤の構築」
および「サプライチェーンマネジメント基盤に関する研究開発」を通じて、
• 日本において2030年までに少なくとも2千億円の業務コスト削減
• サプライチェーンの可視化による在庫や機会ロス改善に伴うサプライチェーン

コスト改善（7～20％の改善）、サプライチェーン分析の市場創出に貢献

「産業ＤXのためのデジタルインフラ整備事業」基本計画

本事業の研究成果をmoderixに取り込み自動車ソフトウェア
取引において事業化し、基本計画アウトカム達成に貢献

■自動車業界での採用事例

コンソーシアム（一般社団法人MBD推進センター）

自動車OEM

• 暗号化し知財保護しながら、会
員企業間のモデル流通を実現

• 自動車メーカー／サプライヤ間
での秘匿連成シミュレーション
トライアルを支援

JAMBE標準化活動に基づく継続
的な機能拡張を推進

• 機密上、海外展開不可な秘匿モ
デルがあり、海外拠点でのシ
ミュレーション活用が進められ
なかったが、秘匿連成シミュレー
ションにより事前検証を実施

モデルを権利保護しながら
事前検証実現

自動車産業でのソフト/モデル流通を支援中
本PJの成果物を取込むことで事業化し、業務コスト削減等のアウトカム達成に貢献



利用者
(個社/コンソ参画企業)

事業化の戦略・具体的取組（１）
■提供サービスイメージ

+ 追加開発（FY24～）

売り手
ベンダ/サプライヤ

データ蓄積・収集機能
B領域 蓄積基盤・公的DB連携 活用

取引決済機能
(商品売買,システム利用料等)

A領域 取引基盤活用

基本UI(商品検索/絞込/レビュー）

ダッシュボード(分析提示)
B領域 BI/利活用システム活用

商品管理（登録・更新・審査請求）

データ分析結果閲覧
購入履歴

バージョン情報等

買取引・料金決済

商品検索,情報閲覧自社商品レビュー情報閲覧

マーケティング支援情報閲覧
売上げ分析情報等

商品登録・審査請求

売取引・料金決済

次世代取引基盤 成果

汎用取引データフォーマット データ蓄積基盤 利活用システム
取引I/F

各種UI

取引データ
ソフトウェア,SBOM

自動通知
購入ソフトウェアの
脆弱性アラート

自動通知
商品ソフトウェアの
脆弱性アラート

脆弱性
情報

コンテンツ
管理

KYC

買い手
OEM/Tier1

＋

自動車OEM/Tier1/業界コンソ向け
ソフト流通PFを展開中
・ソフトウェア開発評価支援環境として
の機能・ユースケース拡大取組中

次世代取引基盤成果取込みによる拡
張で、商取引・セキュリティ対応の工数
削減に資する機能を具備

今後の取組

moderix現況

安全性担保業務が効率化された
ソフトウェア取引基盤の実現

目指す姿

提供者
(個社/コンソ参画企業)

複数企業間でのセキュアなアセット共有環境アセット(開発資産) アセット(開発資産)



事業化の戦略・具体的取組（２）
■活動方針・スケジュール

・26年度に成果取込みと製品化を完了し、27年度より事業化を開始予定

年度 24年度 25年度 26年度 27年度

マイルストン

実施項目

２７年度 28年度 29年度 30年度

年あたり
経済効果 ６５億円 131億円 263億円 394億円

試算概要

【導入1年目】
OEM：１社
Tier1：１２１社
Tier2:226社

【導入2年目】
OEM：２社
Tier1：２４２社
Tier2:453社

【導入3年目】
OEM：4社
Tier1：484社
Tier2:905社

【導入4年目】
OEM：6社
Tier1：726社
Tier2:1358社

■経済効果試算

不足機能
具体化検討

PoC実施提案活動

製品版開発

本サービス稼働

βテスト
改修

PoC用機能開発完了
製品開発完了

本番ready

保守
機能拡張

利用者募集

・不足機能を補ったMVPとして開発
・一部顧客とスタート、顧客ユースケースも考慮し製品版に反映していく

・取引I/Fの共通化
・(e)KYC実現手法

• 各OEMは年あたり20車種
開発する。

• 外注行為が都度発生する
ECUを30とした。これを
OEMがTier1に外注する。

• Tier1は１ECUあたり20コ
ンポーネントをTier2に外
注する。

想定条件



21

以上になります。
ご清聴ありがとうございました。
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